2007.11.11

関西STS連絡会

遠藤　準司

取り組み報告と問題提起

１．運営協議会（大阪府）の課題

・上乗せ規制　

通達以上に厳しい運用を行っているブロックがある。

例）迎車回送料金不可（全ブロック）、セダン車両の禁止（大阪市・河北）

⇒　議論の無いままタクシー業界の商慣習で規制を上積み

・地域事情や団体の活動特性などが十分に生かされない

　本来は運営協議会で協議されるべき内容までにも申請窓口（市町村担当者）で指導の対象となっている。

⇒　多様な地域の活動を阻害

・要綱見直しは年１回

　各ブロックの運営協議会要綱の見直し機会は、年度当初に開催される運営協議会の場で年１回のみ。NPOの運行実態に合わないルールでも、とりあえず１年間は修正の機会がない。　

・運営協議会の構成員

　運営協議会の構成員の選任は大阪府調整（タクシー関係者）と市町村調整（NPO関係者）を区分。これまで大阪府調整に変更は無いが市町村調整の構成員は主宰市町村が変わると大幅に入れ替わる。結果として協議ノウハウの蓄積はタクシー業界に偏りがちとなり、NPOには不利。

・運営協議会の軌道修正

　・北九州の例　

制度主旨を理解していないか又は偏った協議を行っている運営協議会について国土交通省による一定関与必要　。

２．通達内容自体の見直し

・複数乗車

対象者を限定する根拠が無い。

３．運転者研修について
・認定講習機関の拡充

４．自家用有償旅客運送のみを実施している団体への支援
・収入は１／２、コストや管理業務はタクシーほぼ同等。　

⇒　社会的規制を強化する一方で運営は善意任せ　

⇒　撤退を余儀なくされたり今後も活動維持が困難
⇒　団体の起業や育成について運営面や資金面での公的支援体制の構築が急務に
